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証事業（National Rural Employment Guarantee Scheme）
を旗艦事業として大々的に実施している（注２）。著者
もこの事業を再分配政策としてとらえ基本的に評価
している。
このように，経済自由化以降でも政治による再分
配の役割は依然として重要視されていることは明ら
かであり，その意味で，「成長」と並んで「再分
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配」の視点から政権の性格を位置づけること自体は
重要な意味をもつ。著者が州政権を類型化するにあ
たり「開発主義」型，「社会民主主義」＝再分配重
視型，という理念型を導入したのは当然といえる。
しかし，「新家産制」という理念型は，現在どれだ
け意味をもつであろうか。この理念型の典型とされ
るウッタル・プラデーシュ州で近年政権についた社
会主義党，大衆社会党などは，支持基盤のカースト
／コミュニティの利益を前面に押し出す傾向が強い
ことはたしかであるが，同時にビジネス界指向の開
発主義も重要な側面としてもっている。逆にカース
ト／コミュニティの利益をめぐる政治は，詳細に検
討すれば，グジャラート州も含めて，ほとんどすべ
ての州政治に存在する。その意味でも「新家産制」
を独立した理念型として立てる意味は薄いのではな
いかと思われる。
以上，評者の視点からいくつかの問題点を指摘し
た。しかしながら，近年インドの高い経済成長にの
み注目が集まり，貧困の強固な残存と，その残存を
許す政治の構造から目がそらされがちであることを
考えるとき，本書は一石を投じるものとなってお
り，インドの開発政治の現状を考えるために一読に
値するものとなっていると思われる。
（注１）Government	of	India	（Ministry	of	Finance）	
［2013］	Economic Survey	（http://indiabudget.nic.in，
2013年５月９日アクセス）	［Table	A8］より評者計算。
（注２）これは，農村の１世帯当たり年間100日の雇
用を最低賃金で保障する事業で，州政府は，需要があ
るにもかかわらず雇用を供給できない場合はそれに見
合う失業手当を支払わなければならない（The	
National	Rural	Employment	Guarantee	Act,	2005の
７条）。この事業は2008年４月からはインド全土に拡
大され，農村の底辺部の農業労働者の賃金を顕著に押
し上げた。また法律は総選挙後の2009年に改正され，
事業の名称は同年10月からMahatma	Gandhi	National	
Rural	Employment	Guarantee	Scheme となった。
（アジア経済研究所地域研究センター）
